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90年 代 の賃金構造の変化 と人 口要因*

三 谷 直 紀

本稿では賃金プ ロファイルのフラット化など近年の賃金構造の変化の要因につい

て分析 した。相対賃金の変化 を労働供給要因 と労働需要要因に分解する計量モデル

を推計 し,分 析 を行 った結果,① 近年の賃金プ ロファイルのフラット化 は人 口要因

(各世代 の人 ロサ イズの影響)に よる面が大 きかったこ と,② 団塊 の世代 の影響

は1985～1993年 には男性40歳 台及び男性50歳 以上層の賃金 にともに有意 に作用 して

いたが,バ プル崩壊後 の期間では男性50歳 以上層 により強 く見 られ るようになって

きていること,③ 女性パー トタイム労働者は,労 働需要の大 きく減退 したバブル崩

壊後の不況期を中心に どち らか といえば外部労働市場 に比較的近い高齢層や若年層

と代替的であるのに対 して,男 女の壮年層 とは補完的であ り,女 性パ ー トタイム労

働者の増大は賃金プ ロファイルの傾 きを押 し上げる方向に働 いていた と考えられる

こと,な どが明らかになった。

キーワー ド 年功賃金,世 代効果,団 塊の世代,パ ー トタイム労働者

1は じ め に

バブル崩壊後の長期不況を経て賃金制度や賃金構造 も大 きく変化 している。 日本の労働市

場の特徴のひとつといわれた年功賃金 もその姿を変えようとしているかにみえる。賃金プ ロ

ファイルの傾 きは,ど の学歴層 をとってみても緩やかになっている。賃金制度 をみれば,年

俸制などのいわゆる成果主義賃金制度を導入する企業が増加するとともに,最 近の春闘では

定昇幅の圧縮や定昇その ものを廃止する動 きがある。

一方,雇 用構造 も大 きく変化 している。若年人口の減少にもかかわ らず,若 年失業率は高

水準で推移 している。その中で,パ ー トタイム労働者,派 遣労働者などの非正規従業員の増

加,契 約社員化,外 注化な ど,雇 用 ・就業形態の多様化が進展 している。 また,経 済の国際

化,ITな どの技術革新,需 要構造の変化等を反映 して,就 業構造 も製造業就業者が大幅に減

少する一方,サ ービス業な どの第三次産業の就業者が増大 してお り,第 三次産業化の進展が

加速 している。 さらに,少 子高齢化 を反映 して,労 働 力人 口の急速な高齢化が進展 している。

今後数年以内にいわゆる団塊の世代が大量に定年 を迎え,労 働力人口その ものの減少が見込

まれている。
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本稿では,年 齢間賃金格差の縮小 と雇用構造の変化に焦点を当てて,長 期的な賃金構造 と

雇用構造の変化の関係 を分析する。 とりわけ,年 齢間賃金格差縮小の要因を供給要因と需要

要因に分けることによって,1980年 代後半以降生 じている賃金プ ロファイルの傾きのフラッ

ト化の要因を探ってみたい。 このような作業は,単 に年功賃金に関する仮説 を検証するだけ

でな く,賃 金を通 じた労働需給の調整メカニズムがどれだけ有効に働 いているか,あ るいは

定年制などの制度的要因の賃金 ・雇用への影響,さ らには賃金のもつインセンティブメカニ

ズムを通 じた企業内訓練 ・昇進制度等の今後の日本の雇用システムの変化の方向を知 る上で

も重要である。

本稿の構成はつ ぎ通 りである。まず,次 節で年齢間賃金格差の変化に関する仮説 と先行研

究についてまとめる。第3節 で,最 近の賃金 ・雇用構造の変化をやや詳細にみてみる。そ し

て,第4節 で賃金構造の変化の要因を供給要因 と需要要因に分解する方法について説明する。

第5節 でその方法 を実際のデータに当てはめて実証分析 を行 う。そ して,最 後の節で得 られ

た結果をまとめる。

2仮 説と先行研究

最近の年齢一賃金プロファイルの変化にはいくつかの仮説が考 えられ る(三 谷(2002))。

第一は,人 的資本への投資の減少である。バプル崩壊後の長期不況の中で企業の期待成長

率が低下 してお り,人 的資本への投資の期待収益率は低下 した。 したが って,企 業は企業内

訓練 を手控え,そ れに伴って労働者の能力の伸びも小さくなり,賃 金プ ロファイルの傾 きも

緩やかになったという仮説である。 しか し,高 度成長期か ら低成長期に移行 した1970年 代半

ば以降賃金カープの傾 きはむ しろ急になった時期があることを説明で きない。

第二には,技 術革新による中高年労働者の技能の陳腐化や長期の需要の低迷による生産性

の低下である。中高年層が身に付けた技能が技術革新によって陳腐化 した り,あ るいは需要

の低迷によって期待された生産性が発揮できないとすれば,新 技術への適応能力が高く将来

の成長が期待できる若年層に比べて相対的に賃金が低 くなる可能性が考えられる。 しか し,

一方で大企業の正社員を中心 に身につけている技能は高度な判断能力や創造性 といった機械

では代替で きない技能であ り,技 術の進歩はむ しろこれらの労働者に対する需要 を逆 に高め

る可能性 もある。

第三には,定 年延長である。高齢化に対処するために,政 府は60歳 までの定年延長を強力

に推進 し,60歳 までの定年延長がほぼ実現 している。インセ ンテ ィブ仮説において,定 年延

長は隼産性を上回る後払いの賃金部分 を大 きくする効果を持っているために,仮 に初任給の

水準が外部労働市場で一定水準 に決 まっているとすれば,労 働者と企業の聞の収支が均衡す

るためには賃金プ ロファイルの傾 きは小さくなる必要がある。ただ し,賃 金プロファイルを
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緩やかにすると労働者の労働インセンティブをかえって弱めるために,企 業はそのようにし

ない とす る説 もある。

第四は,世 代効果(あ るいは人 口要因)で ある。団塊の世代のように人口の多い世代が労

働市場で労働供給を行なうと,他 の世代 との代替関係が弱ければその世代の生産性は相対的

に低 くな り(収 穫逓減の法則),賃 金 も低 くなる。したがって,団 塊の世代が中高年になって

いけば次第に年齢 一賃金プ ロファイルの傾 きは緩やかになって くると考えられる。 さらに,

個 々の世代の賃金カーブをみた場合に も,世 代の大 きさによって傾きが異なる可能性がある。

第五は,成 果主義賃金制度の導入である。1990年 代半ば以降多 くの企業で個々の労働者の

賃金の決定要素 として年齢や学歴等の属人的なものから成果や業績 といった要素のウェイ ト

を高める賃金制度の改定が行われている。その結果,賃 金プロファイルがフラッ ト化 したと

いう考え方である。

第一要因に関 しては,OhkusaandOhta(1994)が 興味深 い分析 を行っている。人的資本要

因(=成 長要因)と 景気循環要因(景 気が悪 くなると賃金プロファイルの傾 きが大 きくなる)

が賃金プ ロファイルの傾 きに与える影響 を分析 して,長 期的には成長要因の方が景気循環要

因より影響が大 きいことを見出している。

第三の要因については,三 谷(2003)が 大阪府の 『基本的労働条件調査』等のマイクロデ

ータを用いて,1990年 代に実質的な定年延長を行った企業ほど賃金プ ロファイルの傾 きが小

さ くなっているという仮説を支持する結果 を得 ている。

第四の人 口要因については,1980年 代 までの賃金データを用いたい くつかの研究によれば,

大卒を中心に人口の大 きい世代 の賃金が低 くなるという効果があることが実証されている。

猪木 ・大竹(1997)は 厚生労働省 『賃金構造基本統計調査』の個票を用いて,賃 金プロファ

イルの傾 きを各歳 コーホー ト間で一定 という仮定をおいて計量分析 し,世 代サイズの大きさ

が賃金の低下要因になっているのは大卒であるということを見出 している。また,岡村(2000)

は,Welchの モデルをべ一スに巧妙な方法で,同 様 に大卒者に人ロサイズの大 きい世代の賃

金の相対的な低下がみ られ ることを示 した。

周知のように,1980年 代 日本はアメ リカやイギリスの ような大幅な学歴間賃金格差の拡大

を経験 しなかった。玄田(1994,1997)は,そ の要因を同時期に管理職昇進適齢期に達 した

年代の大卒労働者の昇進確率が低下 したことに求めている。実際,こ の年代の大卒者は団塊

の世代であり,も ともと人 ロサイズが大きいうえに進学率の上昇 もあって人数の多いグルー

プであった。そのために,い わゆるポス トレス(あ るいは学歴過多(over・education))の 現

象が生 じて昇進確率が低下 し,学 歴間の賃金格差 を圧縮する方向に働 いたと考え られ る。 こ

れ も広い意味で人 口要因によるもの と考 えられ る。

さらに,第 五の仮説に関 していえば,賃 金プ ロファイルのフラット化が始 まったのは1980
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年代後半か らで成果主義賃金制度が多 くの企業で導入された1990年 代半ば以降 とは時期が合

わない。また,そ もそも賃金の 「決め方」の改定は賃金の 「上が り方」の変化に必ず しも結

びつかないことである。実際,中 嶋 ・松繁 ・梅崎(2004)は 成果主義を導入 した企業 で逆に

年齢一賃金プロファイルの傾 きが急になった事例 を示 している。 したが って,1980年 代後半

以降の賃金プロファイルの傾 きが緩やかになった理由としては弱いといわざるを得ない。た

だ し,今 後賃金構造に何 らかの影響 を与える可能性がないとはいいきれない。

以上のような先行研究を踏まえれば,最 近の賃金プロファイルの変化 にはこれらの要因が

複合的に作用 していると考 えられ る。本稿 では,こ れ らの要因のうち,労 働供給要因(人 口

要因)と 労働需要要因(長 期的な第一,第 二の要因 と景気循環要因)に ついて分析する。そ

して,こ れ らの要因がバブル崩壊前後でどのように変化 したかを手がか りに,最 近の賃金プ

ロファイルの変化の背景にどの ような構造変化があるのかを明らかにしたいρ

その前に,最 近の賃金 ・雇用構造の変化 をやや詳 しくみてみよう。

3最 近の賃金 ・雇用構造の変化

この節では,厚 生労働省 『賃金構造基本統計調査』の企業規模10人 以上の一般労働者 と女

性パー トタイム労働者について,最 近の賃金構造 と雇用構造の変化を概観す る。ただ し,雇

用の多様化や標本抽出の母集団となる総務省統計局 『事業所統計調査』が3年 毎か ら5年 毎

になったこと等によってこの調査のカバ レッジは年々低 くなっており,結 果の解釈には留意
1)

が必要である。.ここでは,1985年 以降の期間を主にバプル景気によって労働需要が拡大 した

1985年 ・-1993年とバプル崩壊後の長期不況の期間である1993年 ～2000年 の期間についてみる。

表1お よび表2は,そ れぞれ男性 と女性について,学 歴別年齢別に実質賃金の増減率 と労

働者分布の変化を示 した ものである。実質賃金 は,所 定労働時間あた りの所定内給与を消費

者物価指数で実質化 した ものを用いた。 また,固 定ウェイ トは,年 齢別労働者構成の変化や

勤続年数別労働者構成の変化等の影響を取 り除いた実質賃金の変化をみるために用いた。具

体的には,各 年齢階層では,労 働者の勤続年数分布を固定 した。また,各 学歴の年齢計では,

年齢分布 と勤統年数分布を固定 した。さらに,学 歴計では,こ れ らに加えて学歴間分布 を固

定 した。

これによるとつ ぎのようなことがいえる。

第一に,労 働者分布の変化では,コ ーホー トサイズの違いを反映 して,年 齢間で大 きな差

があることである。前半の期間では,団 塊の世代が40代 であ り,ま た,そ の子供世代が20代

でともにその年齢層の比率が上昇 しているのに対 して,そ の両世代にはさまれた人 口の少な

い世代が多かった30代 の比率が大 きく減少 している。 また,50代 も定年延長等で増加 してい

る。後半の期間では,こ うした人 口動態による年齢階級別の労働者比率の増減のパターンは
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表1性 ・年齢別実質所定内給与増減率と労働者数分布の変化(男 性)

学歴 年齢(歳) 実質所定内給与増減率(年 平均)(%) 労働者数分布の変イヒ

(%ポ イン ト)調整なし 固定 ウェイ ト

93年/85年100年/93年 93年/85年loO年/93年 93年/85年loo年/93年

計 計

15-24・

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

高 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

短 大 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

大 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

大 卒/高 卒

1,740.46

2,070.33

1,250.05

1,480.15

1,990.68
-0 .59-0.18
-0 ,090.35

1,600.20

1,990.23

0.97-0.17

0.82-0.49

L46-0.01
-1 .17-0.71
-0 .53-0.23

0,640.59

1,650.44

0.95-0.04

1.01-0.81

0.41-0.21
-0 .64-1.25
-1 .24-0.65

1,770.40

2,090.17

1,370.30

0.62-0.45

0.94-0.44
-1 .47-0.62
-1 .16-0.61

0,170.20

1.38-0.05

2,020.08

1,380.00

0.90-0.53

1.22-0.26
-1 .13-0.61
-0 .80-0.34

1.43-0.12

2,030.05

1.35-0.15

0.87-0.57

1.21-0.27
-1 .16-0.62
-0 .82-0.32

0,990.14

1,650.36

1.26-0.15

1.08-0.83

0.33-0.75
-0 .57-1.20
-1 .32-1.11

1,410.18

2,070.21

1,440.20

0.62-0.39

0.63-0.47
-1 .45-0.60
-1 .45-0.68
-0 ,020.30

一 〇
.381.76

0.35-2.84

-5
,233.50

0.88-1.69

3,622.78

1.95-0.03

-0
.04-2.13

-2
,790.99

1.67-1.26

3,102.37

1,562.12

0.58-0.23

0,621.49

0,330.46

0,030.40

2,413.74

0.06-0.15

0,051.47

1,331.08

0,981.34

注1)実 質所定内給与はすべて消費者物価指数で実質化した月間所定内給与。

注2)固 定ウェイト:各年齢階層では年齢(5歳 階級別)分 布および勤続年数分布を固定。

各学歴の年齢計では,勤 続年数分布と年齢分布を固定。学歴計ではさらに学歴間分布を固定。

資料出所:厚 生労働省r賃 金構造基本統計調査」

ひとつ上の年齢階級にシフ トしている。

第二に,学 歴別にみると,前 半の期間に比 して後半では高学歴へのシフ トが男女 とも若年

層 を中心に顕著にみられることである。前半の期間では,中 卒を除き,ど の学歴層でも比率

は上昇 していたが,後 半では男女 とも短大,大 卒の比率が上昇 したのに対 し,高 卒の比率は

低下 した。その差は女性ほ ど,ま た,若 年層ほ ど大 きい。この背景には,後 半の期間におけ

る進学率の上昇に加えて,不 況期 に企業が採用を手控える中で相対的 に高学歴層へ採用をシ

フ トさせていることがあるもの と考 えられる。

第三に,女 性パー トタイム労働者の割合が一貫 して大 きく上昇 していることである。前半
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表2性 ・年齢別実質所定内給与増減率と労働者数分布の変化(女 性)

学歴 年齢(歳) 実質所定内給与増減率(年 平均)(%) 労働者数分布の変イヒ

(%ポ イント)調整なし 固定 ウェイ ト

93年/85年100年/93年 93年/85年 【00年/93年 93年/85年100年/93年

計 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

高 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

短 大 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

大 卒 計

15-24

25-39

40-49

50十

40-49/15-24

50+/15-24

大 卒/高 卒

ノぐ一 トタ イ ム 労 働 者

2,131.33

2,140.72

2,100.89

2,421.45

1,581.21

0,270.73
-0 ,570.48

1,770.81

1,900.33

1,450.52

1,430.29

0,400.13
-0 .47-0.05
-1 .50-0.21

1,871.24

1,880.53

1,650.48

0,620.40

0.07-0.32
-1 .26-0.13
-1 .82-0.84

2,030.56

2,290.01

1,870.24

0,730.80

1.67-0.46
-1 ,570.80
-0 .62-0.47

0.26-0.25

0,680.12

1,510.20

1,940.30

1,620.35

1.21-0.19

0.75-0.11

-0
.73-0.48

-1
.19-0.41

1,470.11

1,930.23

1,580.34

1.22-0.23

0.42-0.36

-0
.71-0.45

-1 .52-0.59

1,630.48

1,870.49

1,660.34

0.57-0.02

0.14-0.73

-1
.31-0.51

-1
.73-1.23

1,920.18

2,270.02

1,810.07

1,080.71

1.20-0.04

-1 ,190.69

-1
.07-0.07

0,450.08

一 一

0.38-1.76
-0 .49-3.80
-0 ,102.39

.0.07-0.93

0,910.58

0.49-2.80
-1 .24-3.07
-0 .47-0.03

1.05-0.78

1,141.10

2,421.87

0.84-0.77

1,041.68

0,400.56

0,130.40

0,761.41

0,190.19

0,410.94

0,100.17

0,060.10

3,524.23

注)及 び資料 出所;表1に 同 じ。

より後半の上昇幅が大 きい。

第四に,実 質賃金の動向をみると,前 半に比 して後半では大 きく実質賃金の上昇率が低下

しており,特 に固定ウェイ トベースでは,男 性の学歴計年齢計ではマイナスに転 じている。

第五に,年 齢別にみると,実 質賃金の伸びは前期後期 ともに若年層ほど高 く,し たがって,

年齢間賃金格差は縮小 した。 しか し,前 期に比 して後期ではその程度は小さくなっている。

学歴別にみると,前 半では大卒の方が高卒 よりも年齢間賃金格差の縮小 は大 きかったが,後

半ではその差 は小 さくなっている。ただ し,50歳 以上/15-24歳 では高卒の方が依然縮小幅
2)

は小 さい。

第六に,男 女間賃金格差が縮小 していることである。女性の実質賃金の上昇幅は男性 を上
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回ってお り,こ の傾向は年齢別学歴別でみて もほぼ同様である。 とりわけ,若 年層及び40-

49歳層で年齢や勤続年数を調整する前の男女間格差の縮小が著 しい。

第七に,学 歴間の賃金格差にはあまり大 きな変化はない。男性 については固定ウェイ トベ

ースで,前 半はほとんど格差に変化はなかったものの,後 半では大卒/高 卒間の格差がやや拡

大 している。女性では逆の傾向がみられる。

第入に,女 性パー トタイム労働者の実質賃金 については,い ずれの期間で も女性一般労働

者の伸び率を下回ってお り,フ ルタイム労働者 とパ ー トタイム労働者の間の賃金格差が拡大

している。

以上のことから,人 口動態を反映 した年齢別の労働供給構造や不況下での高学歴者への労

働需要の構造的なシフ トなどが,賃 金構造に反映 していることがうかがえる。以下では,こ

のような雇用構造 と賃金構造の関係 についてさらに計量分析を行 い,先 にあげた仮説の妥当

性 について検討 してみたい。

4計 量 モ デ ル

この節では,本 稿での分析に用いる計量モデル について述べる。簡単な需要供給分析のフ

レームワークで,相 対賃金の変化を労働需要要因によるもの と労働供給要因によるものに分

解する。基本的な考え方は,①Freeman指 標 と呼ばれる構造的な労働需要の変化を表す指標

を用いること,② 労働供給は賃金に関して非弾力的であり,労 働市場は長期の均衡状態にあ
3)

るという想定の下に労働供給=実 現された雇用量 と考えることである。これらを説明変数に

入れるこ,とで,賃 金変化 を労働需要要因 と労働供給要因に分解する。この ような長期均衡モ

デルを今回の分析に用 いるのは,バ ブル崩壊後の不況は10年 以上 も続いてお り,労 働需要の

減退は長期的な構造変化 と考えられるか らである。

本稿 では,都 道府県のデータによって分析 を行う。都道府県を表す添 え字をρとする。労

働者グループが1か らノまであるとする。そして,産 業や企業規模によって分けられたセクタ

ーをi(1 ,2,…,1)と する。
4)

以下の分析ではつぎの式で与えちれる計量モデルを用いる。

吻 ρ=α ノ+bh・lgt」p+Σb/k9妙+ら1)」P+djdUp+ej∠fPρ+ε ノρ(1)
々≠ノ

ただ し,脇=都 道府県 ρにおける労働者グループブの相対賃金の変化率

文功=都 道府県 ρにおける労働者グループ ノの相対労働者数の変化率

1場=都 道府県pに おける労働者グループ ブの相対構造的需要シフ ト指数

∠の=都 道府県 ρにおける労働需給状態を表す指標(有 効求人倍率)の 前期差

』鳥=都 道府県ρにおける女性パー ト比率(女 性パー トタイム労働者数の女性一般

労働者数に対する比率)の 前期差
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砺 う蕩 砺 偽 εノは定数。鋤 は誤差項 を表す。
5)

1)fOは,い わゆるFreeman指 標 と呼ばれるもので,次 式で与えられる。

D、p・
izl、a・ip(Eip-E、)(・)

ただい の舞(・)

Eの=都 道府県pに おけるセクターiの 労働者グループの効率単位の雇用量(賃 金

労働投入量)

陽ゲ都道府県 ρにおける労働者グループの効率単位の雇用量

Eip=都 道府県pに おけるセクターiの 効率単位の雇用量

Ep=都 道府県pに おける効率単位の全雇用量

である。

この指数の意味するところは,雇 用の増大 しているセクターにおける雇用のウェイ トが=

きい労働者グループほど,労 働需要が増大することを示すものである。つまり,産 業構造

変化 による構造的な労働需要の大 きさを表す指標 と考えられる。以下では,構 造的需要変・

と呼ぷことにする。

労働供給曲線が垂直で労働市場が均衡 している状態を考えれば,為 は労働供給量 と考

られる。したがって,(1)式 は,相 対賃金の変化を労働供給要因 くXfO),構 造的労働需要要1

(ρの,そ して,景 気循環的要因(砺)に 分解するモデルに女性パー トタイム労働者の影響

加味 した ものである。

(1)式 の係数bikはHicksの 偏補完弾力性(partialelasticityofcomplementarity)を1
6)

し,砺 符号は負が予想される。また,需 要構造シフ トは他の条件が一定であれば,相 対賃'

を引き上 げる方向に働 くと考えられるため,係 数Cjの 符号は正が予想 され る。

5実 証 分 析

前節のモデルを都道府県別のデータに当てはめて,賃 金構造の変化の要因分解を行 う。

5.1デ ー タ

用 い るデー タは主 に厚 生労働省 『賃金構 造基 本統計調査』 の都 道府 県別企 業規模10人 以一

の一般労働 者 に関す る賃金 お よび労働者数 デー タで ある。

産業 は大分 類で,建 設業,製 造業,卸 売 ・小 売業,飲 食店,金 融 ・保険業,サ ービス業,
7)

よび その他の産業,の6区 分で あ る。企業規模 区分 は10-99人,100-999人 お よび1000人 」

上 の3区 分 で ある。 この6産 業 と3規 模の18個 の 組み合 わせ をセク ター とす る。

労働者 グループ と しては,男 女15-24歳,男 性25～39歳,男 性40～49歳,男 性50歳 以 上,
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女性25--39歳,女 性40歳 以上の6区 分に分類 した。

略励としては,「きまって支給す る現金給与総額」を総労働時間(=「 所定内実労働時間数」+

「超過実労働時間数」)で 割って求めた時間当たりの賃金率をとった。推計 に当たっては,こ

の賃金の自然対数 をとり,都 道府県単位の平均賃金率の自然対数を差 し引いて,相 対賃金の

対数値 とし,そ の前期 との差 を 協励とした。雇用量(Xi」b)と しては,労 働投入量(=「 労働

者数」×総労働時間)を 用いた。

さらに,構 造的需要変化(1)か)を 求める際 に用 い る効率単位の雇用量(Eiip)は,賃 金率

×労働投入量(Eii=VVi」b×Xii)と した。ただし,働 を求める際にはEiXの 対象期間(t-1

期 とt期)の 平均をとった。すなわち,つ ぎのように求めた。ただ し,Eip等 は期間平均を表

す。

1

.
__(4)

Σ .Eip
i=1

そして,短 期的な景気循環指標 として,都 道府県別の有効求人倍率を用いた。 さらに,パ

ー トタイム増大の影響 をみるために,『賃金構造基本統計調査』の都道府県別の女性のパー ト

タイム労働者比率の変化を推計式の説明変数に加えた。
　ヌ

推計は労働者数をウェイ トとするSUR(FGLS)を 用いた。

欝肇
馬

1
「
ム

菖
か
D

のE
'
Σ

=

く∠

ノ

5.2推 計結果

推計結果は表3～ 表5に 示 されている。 この結果からつぎのことがいえる。

第一に,前 期に限ってみると,係 数 砺 に関する符号条件 は,必 ず しも統計的に有意ではな

いが,ど の性 ・年齢層で も係数の符号はマイナスで満たされている。 このことは,あ る労働

者グループの労働供給が増えれば,そ の労働者グループの賃金が低下することを示 してお り,

人口要因による相対賃金の低下 を意味する。特 に男性40歳 台の係数は,マ イナスで統計的に

も有意であ り,こ の時期 に賃金プ ロファイルの傾 きが緩やかになったのは,人 口要因による
の

面が大 きいことを示 している。しか し,需 要要因についてみると,景 気変動要因(求 人倍率)

が賃金プ ロファイルの傾 きを緩やかにする方向に働 いているものの,構 造需要変化は逆向き

に働いていることを示 している。 さらに,他 の労働者グループの労働供給の変化が相対賃金

に与える効果(∂ 紛 についてみれば,マ イナスで統計的にも有意な結果がいくつかのケース

で見 られる。 とりわけ,若 年層(男 女15--24歳)の 相対賃金に対 しては,男 性の他の年齢層

の労働供給が統計的に有意なマイナスの影響 を与えている。男性40～49歳 層及び男性50歳 以

上層は,統 計的に有意ではないケース もあるものの男女15--24歳 層および25～39歳 層の賃金
10)

にマイナスの影響を与えてお り,q一 代替の関係にあったことを示唆 している。
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表3賃 金変化の要因(SUR,男 女15-24歳,男25-39歳)

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(男 女15-24歳) 係数 z一 値 係数 z一 値

構造需要相対変化(男 女15-24歳) 一 〇
.0034

一 〇
.60 0.0827 0.73

供給相対変化率(男 女15-24歳) 一 〇.0520 一 〇.56 0.0906 1.35

供給相対変化率(男25-39歳) 一 〇
.2652

一2
.14纏 0.0391 0.42

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇
.1589

一2
.90纏

一 〇
.1484

一1
.67串

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇
.0622

一1
.39 0.0401 0.75

供給相対変化率(女25-39歳) 0.0047 0.13 一 〇
.0052 一 〇.15

供給相対変化率(女40歳 以上) 0.0240 0.46 0.0914 1.48

求人倍率差 0.0293 1.54 0.0219 0.95

女性パート比率変化 0.5533 2.07零 事
一 〇
.1093

一 〇
.59

定数 一 〇
,0009

一 〇
.07 0.0003 0.02

サンプル数 47 47

chi2 48.76 22.46

Prob>chi2 0,000 0,008
"R-sq"

0,501 0,317

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(男25-39歳) 係数 z一 値 係数 z一 値

構造需要相対変化(男25-39歳) 一 〇
.0083

一1
.79串

一 〇
.0697

一1
.54

供給相対変化率(男 女15-24歳) 0.0384 0.55 0.0248 0.49

供給相対変化率(男25-39歳) 一 〇
.1174

一L26 0.0535 0.76

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇
.0306

一 〇
,74

一 〇
。0559

一 〇
.84

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇
,0328

一 〇
.96

一 〇
.0273

一 〇
.69

供給相対変化率(女25-39歳) 0.0307 1.11 0.0069 0.26

供給相対変化率(女40歳 以上) 0.0566 1.44 0.1431 3.10掌*

求人倍率差 0.0310 2.16樽 0.0269 1.54

女性パー ト比率変化 0.2664 1.31 0.1091 0.79

定数 一 〇
.0663

一6
.32亭 廓

一 〇
.0475

一4
.26串 疇

サンプル数 47 47

chi2 55.35 54.43

Prob>chi2 0,000 0,000
"R -sq"

0,536 0,537

注)**及 び 事はそれ ぞれ有意水準5%及 び10%で 統計的 に有意 であるこ とを示 す。

第二には,後 期になると,モ デルのフィットが悪 く符号条件 も満たされない場合が多い。

係数 砺 についてみれば,マ イナスで有意であるのは,男 性50歳 以上層と女性25-39歳 層,女

性40歳 以上層のみである。 このように,後 期で符号条件が満たされない場合が多いのは,労

働者の非正規化が進み,労 働需給構造の変化が一般労働者(正 規従業員)の 賃金 に反映す る

のではな く,正 規従業員の採用抑制や賃金の安い非正規従業員の増大あるいは賃金低下や一

般労働者の賃金以外の面での労働条件の低下に反映 されていることなどが背景にあるもの と

考え られ る。賃金プロファイルの傾 きとの関係で見れば,男 性40歳 台では,係 数 砺 はマイナ

スではあるが,統 計的には有意でない。 また,構 造需要変化はむ しろ傾 きを急にする方向に

働いている可能性がある。 このことは,こ の期間ではすでに前期に押 し下げ要因になってい
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表4賃 金変化の要因(SUR,男40-49歳,男50歳 以 上)

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(男40-49歳) 係数 z一 値 係数 z一 値

構造需要相対変化(男40-49歳) 一 〇
.0060

一 〇
.75 0.2113 2.04紳

供給相対変化率(男 女15-24歳) 一 〇
.0526

一 〇
.77 0.0171 030

供給相対変化率(男25-39歳) 一 〇
.1247

一1
.36 0.0192 0.24

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇
.0817

一2
.00纏

一 〇
.0222

一 〇
.29

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇.0871
一2
.63纏 一 〇.0168

一 〇
.37

供給相対変化率(女25-39歳) 0.0156 0.59 0.0263 0.89

供給相対変化率(女40歳 以上) 一 〇.0402
一1
.04 0.0369 0.70

求人倍率差 一 〇
.0287

一1
,98零 傘

一 〇
,0313

一1
.62

女性パート比率変化 0.3818 1.91事 0.3739 2,34纏

定数 一 〇
.0111

一1
.08

一 〇
.0614

一4 .78傘 牟

サンプル数 47 47

chi2 66.39 23.51

Prob>chi2 0,000 0,005
"R -sq" 0,582 0,324

　　

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(男50歳 以上) 係数 z一 値 係数 z一 値

構造需要相対変化(男50歳 以上) 0.0314 2.38巾 象
一 〇
.4285

一2
.66寧*

供給相対変化率(男 女15-24歳) 0.0441 0.33 一 〇
,0433

一 〇
.60

供給相対変化率(男25-39歳) 0.1976 1.11 一 〇
.0480

一 〇
.47

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇
.1519

一1
.90寧

一 〇
.0180

一 〇
。19

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇.0599 一 〇
.91

一 〇,1527 一2 .69寧.

供給相対変化率(女25-39歳) 一 〇.0191
一 〇
.37

一 〇
.0266

一 〇
.69

供給相対変化率(女40歳 以上) 0.0157 0.21 一 〇
.1052

一1
.58

求人倍率差 一 〇
,0255

一 〇
.91

一 〇
.1088

一4 .26纏

女性バート比率変化 一1 .0106
一2
.56韓 0.0736 0.37

定数 0.0900 4.33韓 0.0073 0.45

サンプル数 47 47

chi2 93.12 49.75

Prob>chi2 0,000 0,000
"R-sq"

0,657 0,503

注)表3に 同 じ。

た人 ロサイズが大 きい世代が上の年齢層になって,こ の要因が効かなくなった可能性 を示唆

している。 また,団 塊の世代が入 り始めた男性50歳 以上層では,人 口要因および構造要因 と

も賃金プロファイルの傾 きを押 し下げる方向に働いている。

第三に,女 性パー トタイム労働者増大の影響をみると,男 女 とも高齢層でマイナスの係数

となってお り,女 性パ ー トタイム労働者 と高齢層は代替的であるといえる。 また,男 女若年

層では景気の良かった前半の期間ではプラスで有意であるが,労 働需要が大 きく減退 した後

半の期間では有意ではないが,符 号はマイナスになってお り,不 況期に代替的である可能性

がある。一方,壮 年層では男女 とも係数がプ ラスになってお り,女 性パー トタイム労働者 と

男女壮年層はむしろ補完的であるといえる。
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表5賃 金変化の要因(SUR,女25-39歳,女40歳 以上)

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(女25-39歳) 係数 z一 値 係数 z一 値

構i造需要相対変化(女25-39歳)
一 〇
.0317

一 〇
.98

一 〇
.2021

一 〇
.48

供給相対変化率(男 女15-24歳)
一 〇
.2720

一2
.05紳

一 〇
.0097

一 〇
.13

供給相対変化率(男25-39歳) 一 〇.4900
一2
.76紳

一 〇
.3106

一2
。84榊

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇
.1701

一2
.11零 零

一 〇
.2978

一2 .93孝 寧

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇
.1686

一2
.62鱒

一 〇
.1136

一1
。89零

供給相対変化率(女25-39歳)
一 〇
.1445

一2
.81韓

一 〇
.0713

一1
.84率

供給相対変化率(女40歳 以上) 一 〇
.1136

一1
.52

一 〇.0915 一1 .31

求人倍率差 0.0057 0.21 0.0432 1.68事

女性パー ト比率変化 0.4192 1.07 0.0929 0.43

定数 0.0024 0.12 0.0474 2.78象 象

サンプル数 47 47

chi2 41ユ3 29.59

Prob>chi2 0,GOO 0,001
"R-sq" 0,460 0,383

被説明変数: 1985-93年 1993-2000年

対数実質相対賃金差(女40歳 以上) 係数 z一 値 係数 z一 値

構造需要相対変化(女40歳 以上) 0.0149 0.69 0.0042 0.03

供 給相対変化率(男 女15-24歳) 0.0389 0.29 一 〇
.0412

一 〇
.39

供給相対変化率(男25-39歳) 一 〇
.0783

一 〇.44 一 〇.4762
一3
.19榊

供給相対変化率(男40-49歳) 一 〇.0156
一 〇
.20

一 〇
.3230

一2
.30艸

供給相対変化率(男50歳 以上) 一 〇
.0099

一 〇
.15

一 〇
.1221

一1
.46

供給相対変化率(女25-39歳) 一 〇
.0373

一 〇
.73

一 〇
.0226

一 〇
.41

供給相対変化率(女40歳 以上) 一 〇
.0964

一1
.29

一 〇
.3144

一3
.21榊

求入倍率差 一 〇
.Ol98

一 〇
.71 0.0616 1.70*

女性パー ト比率変化 一 〇.5931
一1
.52

一 〇
,3145

一1
.07

定数 0.0447 2.26料 0.1069 4.48宰 串

サンプル数 47 47

chi2 20.84 19.55

Prob>chi2 0,013 0,021
"R -sq" 0,311 0,294

注)表3に 同 じ。

6お わ り に

本稿では,賃 金プロファイルのフラット化など近年の賃金構造の変化の要因について分析

した。特 に,相 対賃金の変化 を労働供給要因と労働需要要因に分解する計量モデルを都道府

県別データを用いて推計 し,最 近の賃金プ ロフ ァイルの変化の要因等 について分析 を行った。

その結果,① 近年の賃金プ ロファイルのフラット化は人 口要因(各 世代の人 ロサイズの影響)

による面が大 きかったこと,② そして団塊の世代の影響は1985--1993年 には男性40歳 台及び

男性50歳 以上層の賃金 にともに有意に作用 していたが,団 塊の世代が50歳 台になっていった

バプル崩壊後の期間では男性50歳 以上層により強 く見 られるようになってきていること,③
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女性パー トタイム労働者は,労 働需要の大 きく減退 したバブル崩壊後の不況期 を中心 にどち

らか といえば外部労働市場 に比較的近い高齢層や若年層 と代替的であるのに対 して,男 女の

壮年層 とは補完的であり,女 性パー トタイム労働者の増大は賃金プロファイルを押 し上 げる

方向に働いていた と考えられること,な どが明 らかになった。

ふたつの含意が考えられる。ひとつは,高 齢者雇用についてである。賃金調整が柔軟 に行

われることが,こ の層の雇用確保に重要である。分析の結果は,人 口要因によって今後 この

層の相対賃金が低下す る可能性が示唆 されている。ふたつは,今 後非正規化が進み,非 正規

従業員が増大すれば,特 に不況期にこれと代替性が比較的強い高齢層や若年層の賃金や雇用

に影響が出る可能性があることである。

今回の分析 で用 いたデータセッ トには,女 性パー トタイム労働者以外の非正規従業員のデ

ータがなかった。 また,学 歴区分,勤 続年数区分 もなかった。今後 こうした労働者を分析 を

取 り入れるとともに,学 歴や勤続年数 も入れた分析が可能 となるようなデータの出現 を期待

したい。

11)

補 論 賃金構 造の 変化 を需要要 因 と供給要 因 に分解 す る方法

労働者な どの生産要素の種類が1種 類あるとし,産 業がJ産 業あると仮定する。要素価格のベ ク ト

ルをWと す る。今,産 業 ノにおける生産量 をYiと する。生産関数は一次同次 とし,費 用関数は

σ(W)yilで 与 えられるもの と仮定す る。すると,Shephardの 補題 によって,産 業 ゴにおける生産要

素の需要ベク トルXノ は次の式で与えられる。

x∫=c㌔(w)Y」'(Al)

両辺 を全微分すれば

鵡 一cも(w)dY」+葛c勧 σの4w'(A2)

とな る。 ここで,両 辺にW'(Wの 転 置ベク トル)を 左 からかけ,W'C伽(W)=0で あることを用

いると,

閥属一脇(隅 一脚 ・(隅砦一四瓦砦

璽 二∠=W'ζ 沿【「,(A3)
y∫W'Xノ

(A2)式 を1～J産 業 について足 し合 わせれば

ax一 苧磯 ・C"r;vdW・ …

た だ し,C"r"t≡ Σ}う α照 ・σの
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⊥o...o

Xl

o⊥...o両 辺
に,X㍊ ≡X2

00_⊥
x,

X=ΣX」y'」+rw

を左 からかけて時間'に よる微分の形に整理する と,

(A5)

た だ ・・Xr・(dlog(X1}dlog(X2)dlog(Xld
t'dt"dt)/…

r≡X㍊ClFIr1尼M

w,wi≡

Wl

O

0

0…O

W「2…0

0…WJ

した が っ て,

w=r-】(x-D)

た だ し,

畷
D≡ 亭x・ 巧=写x・w・x

ゴ

(A6)

(A7)

(A6)式 が 本論の計量モデル(1)式 に対応する。また,(A7)式 が 需要構造シフ ト(Freeman指 標)を

与える。

注

*本 稿 は,関 西労働研究会(2003年2月)で 報告 した原稿 を加筆修正 したものである。同研究会で

は村松久良光(南 山大学),中 田喜文(同 志社大学),大 竹文雄(大 阪大学)の 各氏をは じめ参加

者から貴重なコメン トをいただいた。心から謝意を表す る。

1)実 際,総 務省統計局 『労力調査』の全雇用者数 との比較では,規 模10人 以上規模の一般労働者

数の比率は1985年 に51.1%で あ った ものが,2001年 に は40.3%へ と大 きく低下 している。

2)こ のことは後半の時期に高卒の方が定年延長等 による影響が比較的大 きかった ということを示

唆 している。

3)首 都圏のように,簡 単に県境 を越 えて移動 できる場合にこの仮定が妥当な ものかどうかは議論

の余地のあるところであるが,こ こではデータの制約 もあ り,こ の ように仮定する。

4)(1)式 が どのように導出されるかについては,補 論 を参照されたい。

5)Freeman(1980)

6)SatoandKoizumi(1973)

7)調 査 産業計か ら建設業,製 造業,卸 売 ・小売業,飲 食店,金 融 ・保険業,サ ービス業 を差 し引

いて作成 した産業で,電 気 ・ガス ・熱供給 ・水道業+運 輸 ・通信業+そ の他 を含む産業区分であ
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る。

8)OLSで も推計 を行ったが,同 様の結果 を得 た。

9)推 計結果(表3,表4)で は,男40代 の 自己偏補完弾力性 より,男 女15-24歳 層 に対す る偏補

完弾力性の方が絶対値で大 きくなっている。 しか し,こ れは,必 ず しもこの層の労働供給が増加

したことの効果が賃金カーブを急にす ることであったことを意味 しない。被説明変数が平均賃金

との相対実質賃金の変化率であるため,む しろ,「弓なり」にする効果があったというべ きである。

10)こ の結果 は,三 谷(2001)の 結 果 とも整合的 である。

11)以 下 は,KatzandMurphy(1992),JuhnandKim(1999)等 に負 う所が大 きい。

参 考 文 献

Freeman,R.(1980),"AnEmpiricalAnalysisoftheFixedCoefficienピ`ManpowerRequire・

ments"Model"、 ノbesmalOfHumanResourcesXV,pp.176-199.

Juhn,C.andD.1.Kim(1999>,"TheEffectsofRisingFemaleLaborSupplyonMaleWages",

ノbumalOfLaborEcenomics,Vol.17.,No.1,pp.23-48.

Katz,L.F.andK.M.Murphy(1992),"ChangesinRelativeWages,1963-1987:Supplyand

DemandFactors",Qtearterlpt/bumalofEconomicSVo1.107,pp.35-78.

Ohkusa,Y.andS.Ohta(1994),"AnEmpiricalStudyoftheWage-TenureProfileinJapanese

Manufacturing",ノburnalOfthe/ltpaneseandIntemationalEconomicS8,pp.173-203.

Sato,R.andT.Koizumi(1973),"OntheElasticitiesofSubstitutionandComplementarity'tp

OxfordEconomicPapersi25(1),PP.44-56.

猪 木 武 徳 ・大 竹 文 雄(1997),「 労 働 市場 に お け る世 代 効 果 」,浅 子和 美 ・福 田 真 一 ・吉 野 直 行 編 『現

代 マ ク ロ経 済 分 析 一 転 換 期 の 日本 経 済 』 東 京 大 学 出 版 会,pp.297-320.

岡 村 和 明(2000),「 日本 に お け る コ ー ホ ー トサ イ ズ 効 果 一 キ ャ リア 段 階 モ デ ル に よ る検 証 」,『 日

本 労 働 研 究 雑 誌 』,No.481,pp.36-50.

玄 田 有 史(1994>,「 高 学 歴 化,中 高 年 化 と賃 金 構 造 」 石 川 経 夫 編 『日 本 の 所 得 と富 の分 配 』 東 京 大

学 出版 会,pp.141-168.

玄 田 有 史(1997),「 チ ャ ン ス は 一 度 一 世 代 効 果 と賃 金 格 差 一 」 『日本 労 働 研 究 雑 誌 』,No,449,

pp.2-12.

中 鳴 哲 夫 ・松 繁 寿 和 ・梅 崎 修(2004),「 賃 金 と査 定 に 見 られ る成 果 主 義 導 入 の 効 果 一 企 業 内 マ イ

ク ロ デ ー タ に よ る分 析 」 『日本 経 済 研 究jNo.48,3月.

三 谷 直 紀(2001>,「 高 齢 者 雇 用 政 策 と労 働 需 要J,猪 木 武 徳 ・大 竹 文 雄 編 『雇 用 政 策 の 経 済 分 析 』 東

京 大 学 出 版 会,pp.339-377.

三 谷 直紀(2002),「 年 功 賃 金 は崩 壊 し て い る の か?」 『日本 労 働 研 究 雑 誌 」,No.500,pp、73-74.

三 谷 直 紀(2003>,「 年 齢 一 賃 金 プ ロ フ ァ イ ル の 変 化 と定 年 延 長 」 『国 民 経 済 雑 誌 」,2月 号.


